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＜ 要　旨 ＞
〇本稿では、深刻化する中小企業の人手不足問題への解決策の一つとして、新規雇用や定着の視点か

ら、中小企業組合がどのように組合員企業のニーズを汲み取り、人手不足解消につながるような支
援を行っているのかについて、中小企業組合や組合員企業へのインタビューを通して明らかにし、
組合員の支援に対するインプリケーションを示していくことを目的とする。

〇中小企業組合の組合員である中小企業のニーズが時代とともに変化し多様化する中、足元では物価
上昇にともなう価格転嫁や生産性向上による賃上げが重要課題となっている。さらに、特に中小企
業における人手不足が喫緊の経営課題となっているものの、知名度や信用力が劣る中小企業単独で
の新規雇用は大企業に比べて非常に困難なことが先行研究により指摘されている。そのような中、
中小企業の連携組織である中小企業組合は、組織化効果を活用することにより企業の小ささなどに
起因する不利益を改善し、新規雇用や定着にも貢献できるのではないかとの問題意識をもった。

〇消費者の購買行動のプロセスモデルをフレームワークとする研究としてAIDMAやAISASがあげら
れる。本稿ではそのフレームワークを、採用活動並びに中小企業組合による組合員の新規雇用にか
かる支援活動事業の分析に援用することで、支援活動がAIDMAやAISASのどの段階に相当する
のか、どのような効果があるのかなど組合の支援活動の共通点について検証している。但し、新規
雇用や定着は最終的には組合員である受け入れ先企業の問題であり、組合の支援には当然ながら限
界がある。そのため、組合員企業の企業努力や対策を促すような変化が副次的に起こってこそ、よ
り高い効果を発揮するものではないかとの仮説を設定した。

〇インタビュー結果からは、合同企業セミナーや大学・高校の授業への組合員講師派遣など多様な支
援の中で、組合員が組合による支援策への参加を契機に、自発的あるいは組合員同士の刺激により
自社の魅力や技術力を再認識し、自社の魅力等を自信と情熱をもって伝えられるような変化を生み
出していた。その結果、組合の支援の限界を超えて組合員企業の採用に関する課題の解決（直接学
生等と交流することで深い接点ができ、知名度や信用力が向上するとともに、自社の魅力整理、経
営者の関与強化）にもつながり、新規雇用に関して相乗効果を発揮していたことが分かった。そして、
同時に変化が企業価値向上にもつながっているとの示唆が得られた。
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はじめに

わが国では、人口減少、少子高齢化が急速

に進むなか、特に中小企業における人手不足が

大きな課題となっている。一口に人手不足と言

ってもその内容は様々であるが、新卒者の正規

採用が非常に難しいという点が、中小企業にお

ける最大の課題といえよう。

そこで、人手不足の状況を複数の統計から

確認したい。代表的な統計として総務省の「労

働力調査」、厚生労働省の「職業安定業務統計」

や「雇用動向調査」、日本銀行の「全国企業短

期経済観測調査（短観）」の雇用人員判断D.

I.があげられる。労働力調査と職業安定業務統

計によれば、2023年の失業率は2.6%と低く、

また有効求人倍率（年平均）は1.31倍と1倍を

超えており、この傾向がここ数年継続している

ことを考慮すれば、日本全体として人手不足に

あることが窺われる（図表１）。雇用動向調査か

ら欠員率をみると従業員100人未満の中小企業

ほど欠員率が高い傾向がみられることから（図

表２）、人手不足は大企業よりも中小企業にと

っての課題といえよう。労働力調査から、生産

年齢人口（15 ～ 64歳）と労働力人口（15歳以

上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせた

人口）を基に分析すると、生産年齢人口は

1997年をピークに減少を続ける一方、労働力

人口は2012年をボトムに増加していることが

わかる（図表３）。これは女性および増加傾向

にある65歳以上人口の労働参加が高まったこ

とによるものと考えられ、日本の人口減少が続

くなか、女性および65歳以上の労働者が労働

力不足を補ってきたものといえよう。最後に日

銀短観の雇用人員判断D.I.からは、2013年に中

小企業のD.I.がマイナスに転じて以降、マイナ

スが続くとともにその幅も大きくなっており大

企業も含め人手不足感が非常に強い状況にあ

る。また、常に大企業よりも中小企業のマイナ

ス幅が大きいという特徴がみてとれる（図表４）。

上記以外にも、若年層の就業意識の変化に

伴う就業意欲低下などを原因とした正規雇用の
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減少、自動車運送業等特定業種での技能・資

格不足等、いくつもの原因があげられる。人手

不足対策として、大企業でも従前のような新卒

採用に拘らない中途採用の積極化に舵を切ると

ともに、非正規雇用のパートタイム労働者、派

遣労働者、シニアなどの有期契約労働者の活

用を図ってきた。また、雇用延長や外国人労働

者の活用等も行い人手不足への対応を図ってき

た。しかし、少子高齢化に代表される人口動態

の変化に起因して労働市場において「労働供

給制約」が進む中、各種統計で見てきたように

足元では大企業における人手不足感も強まって

おり、一般的に労働条件が劣ることが多い中小

企業では大企業以上に人手不足が深刻な問題

になっているものと考えられる。

労働市場の変化等もあり中小企業の課題認

識が変化する中、組合員が中小企業組合に期

待するニーズも変化しており、人手不足対応へ

の支援をはじめとする組合員のニーズ変化への

対応は中小企業組合としても必須となってい

る。そもそも中小企業組合制度とは、中小企業

の事業者などが組織化し、共同購買事業、共

同生産・加工事業、共同研究開発、共同販売

事業、金融事業などの共同事業を通じて、技術・

情報・人材等個々では不足する経営資源の相

互補完を図るための制度である。最近では、共

同購買事業等による経済的メリットが縮小し中

小企業組合数も減少傾向にあるが、一方で共

同求人や人材教育事業など組合員の人手不足

対応への支援が組合事業として期待されてい

る。ここでは、メンバーの危機は組合の危機で

もあるとの前提のもと、組合事業として組合員

の人手不足対応への支援を行う中小企業組合

へのインタビューを通して、組合員の人手不足

対策に対し、組合というビークルの利点をどう

活かして対応しているのかを明らかにすること

を目的とする。

本稿では、まず第１章で、中小企業組合の人

手不足対策支援に関連する共同事業の機能と

役割について確認する。続く第２章で、本研究

の問題意識及び先行研究のサーベイから仮説

設定を行い、第３章で、ケーススタディとして

組合員への人手不足対策として新規雇用・定

着支援を行う中小企業組合に対してのインタビ

ューをもとに分析を試みることとする。最後に、

新規雇用・定着自体が最終的には個社の問題

であるがゆえに起こる中小企業組合による新規

雇用支援の効用と限界、さらにその可能性につ

いてインプリケーションを示していくものとす

る。
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完全失業率 有効求人倍率（右軸）

（％） （倍）

（年）

（図表１）完全失業率、有効求人倍率の推移（年平均）

（出所）総務省統計局 「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」により筆者作成

（図表２）企業規模別欠員率の推移

（出所）厚生労働省「雇用動向調査」により筆者作成
（注）欠員率＝ 6 月末の未充足求人数÷ 6 月末の常用労働者数
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（図表３）１５歳以上人口、生産年齢人口と労働力人口の推移

（出所）総務省「労働力調査」より筆者作成
（注）東日本大震災の影響により、2011 年は補完的に推計した値 (2015 年国勢調査基準 )

（図表４）雇用人員判断ＤＩの推移（年平均）

（出所）日本銀行「企業短期経済観測調査」に基づき筆者作成
（注 1）DI は 3、6、9、12 月の平均値
（注 2）資本金 10 億円以上を大企業、同 2 千万円以上 1 億円未満の企業を中小企業とする

全規模 大企業 中小企業

（「過剰」－「不足」・％ポイント）

（年平均）
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１　中小企業組合の人手不足対策支援
　　に関連する共同事業の機能

本章では、個別企業の課題である人手不足

対策になぜ中小企業組合の活用なのか、その

理由を確認したうえで、中小企業組合における

主要な共同事業の種類とその概要を確認した

のち、人手不足対策に関連する共同事業の機

能について整理する。

1.1　人手不足対応になぜ中小企業組合なのか 

       （1社では難しい課題）

最近では、共同購買事業等を通じた組合員

の経済的メリットが縮小したことなどから、中

小企業組合数も減少傾向にあるものの、一方で

組合員のニーズ変化などから、共同求人や人材

教育事業など組合員の人手不足対応への支援

が組合共同事業として期待されている。2020

年版組合実態調査報告書によれば、今後求め

られる組合員支援内容として「人手不足対応」

が36.1％と最上位となっており（図表5）、組合

員ニーズの変化を捉えて、中小企業組合が組

合員の人手不足について強い課題認識を持っ

ていることが窺える。

そもそも、中小企業個社の問題であるはずの

人手不足対応になぜ組合による支援が必要と

なるのか。理由は複数あるものと考えられが、

個社の課題として代表的な理由としては、①大

企業に比べ知名度や信用力が劣ること、②経

営資源が大企業に比べ乏しいこと、③採用に関

する知見が大企業に比べ乏しいこと、などがあ

げられよう。これらの課題解決に当たり中小企

業組合の組織化による信用力補完機能や、経

営資源の補完機能を用いて組合員の採用工程

に係る支援を行うことは、組合員ニーズに応え

るのと同時に、組合の存在感の向上にも資する

こととなろう。

（出所）商工中金・商工総合研究所「組合実態調査報告書 2020 年版」P.31 より回答率の高い項目を抜粋

人手不足対応

事業承継支援

人材育成・強化

組合の経営力、事務局のマネジメント力強化

働き方改革の推進（含、女性・高齢者の活躍促進）

防災、ＢＣＰ

ＩＴ（情報技術）化、ＡＩ活用支援

（図表５）今後求められる組合員への支援内容

　　　　
　　　　（N＝2,957：複数回答）
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1.2　中小企業組合の主な共同事業と人手不

　　 足支援との関係

全国中小企業団体中央会の「中小企業組合

ガイドブック」や各都道府県中小企業団体中央

会のホームページなどを参考に、中小企業組合

の実施する主な共同事業の概要をまとめると以

下のようになる。

事業名 事業の概要
共同購買事業 組合員に必要な資材等を組合がまとめて購入し、組合員に供給する事業。仕入先との

交渉力が強化され、仕入価格の引下げ、代金決済条件などの取引条件の改善、購入品
の規格・品質の均一化などができる。多くの業種で実施され、組織化のメリットが比
較的実現しやすい事業といえる

共同受注事業 組合が窓口となり注文を受け、組合員が仕事を行い、組合が納品する事業で、組合員
に注文を斡旋する形態もある。官公需適格組合が実施する行政等からの官公需共同受
注事業が代表的で、大口発注先の開拓など販路の拡張や取引条件の改善などが図られ、
組合員の技術力向上にもつながる

共同販売事業 組合員が生産した製品を組合がまとめて販売する事業。販売価格や決済条件が有利に
なるほか、大口需要先の開拓など、販路の拡大を図ることができる

  共同生産・
加工事業

組合が、高額・大型の新鋭施設等を導入し、組合員が必要とするものを生産・加工し、
組合員に供給する事業。原価の引き下げ、規格の統一、品質の向上、設備の効率化が
可能となる

共同検査事業 組合員の製品、設備、原材料等について、その品質・性能、仕事の完成状況などを検
査する事業。品質の維持・改善、規格の統一、仕事内容の評価を高めることができる

市場開拓・
販売促進事業

市場開拓事業は、組合員の製品や取扱商品などの販路の維持拡大を図るために、共同
で市場調査や展示会を開催する事業。販売促進事業には、広告・宣伝事業、共同売出
し事業、クレジット事業などがある。組合が中心となってブランド化を進め、全国規
模で PR している事例もみられる。個々の企業では採算が合わない、品揃えができな
いなどの理由で実施することが困難な場合、共同で行うことにより可能となる

研究開発事業 組合が研究施設を設置する、または公的な試験研究機関等に研究を委託するなどして、
組合員が単独で行うのが困難な調査研究や研究開発を行う事業。製品・技術・意匠・
作業方法・販売方法の改善・開発などを図ることができる

人材育成事業 組合員をはじめ、その後継者、組合員企業の管理者などを対象に計画的・体系的に教
育研修等を行うことで、人材を育成する事業。人材育成は、企業経営の基本をなすも
ので、特に最近では、情報力、技術力、マーケティング等のソフトな経営資源の充実
を図る必要から、この事業の重要性が一層高まっている

情報提供事業 組合員の経営に役立つ市場等の需要動向、技術情報、業界情報、経営管理情報等を収
集し、組合員に提供する事業のこと。また、組合の共同事業に役立つ情報の収集や、
組合を PR するための情報を組合員や関係方面へ発信することも、組合の情報化事業
として大切な分野となっている

共同労務
管理事業

組合員の従業員の確保・定着あるいは能力の向上などを図るため組合員が行う労務管
理の一部を組合が代って行う事業。労働時間短縮、福利厚生等の労働条件、安全衛生、
作業環境等の改善が図られる。また、従業員の知識・技能等の向上を図るための教育・
訓練なども行われている

福利厚生事業 組合員の私生活面の向上を図るための事業で、健康診断、慶弔見舞金の給付、親睦旅行、
レクリエーション活動などがある。組合員の融和、組合への参加意識、協調性の高揚
等に効果がある

外国人技能
実習生共同
受入事業

組合が監理団体となって技能実習生を受け入れ、実習実施者である組合員企業で実習
を行うことで、我が国で開発され培われた技能・技術・知識の開発途上国等への移転
等を目的とする事業。監理団体となるための許可等、事業実施にあたっては一定の要
件が必要となる

金融事業 組合員の事業資金の調達を目的とする事業。組合が金融機関から資金を借り入れ、組
合員に転貸するケースや、組合の斡旋により組合員が金融機関から直接借り入れるケー
スがある

債務保証事業 組合員が顧客や仕入先等と取引する際に、組合がその取引の債務を保証する事業。組
合員の取引の円滑化と拡大を図ることができる
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以上が、これまでの代表的な共同事業となる。

全国中小企業団体中央会等では新たな組合の

共同事業についても言及しており、「これまで

も時代の変化に対応して新しい事業が生まれて

おり、地域の中小企業が生き残っていくために

は、経営環境の変化に対応する新たな事業とし

て、組合にも組合員の新たな戦略展開をバック

アップする事業活動の展開が求められている。

特にインターネットを活用した共同販売等の情

報戦略、地域ブランドの開発と発信、海外市場

調査、ものづくり技能の承継等は喫緊の課題で

あり、組合として積極的な対応が望まれる」と

している。そして、足元の環境変化により上記

に加え、労働供給制約を受けた人手不足問題も

喫緊の課題としてあげられよう。

本稿では、組合員の人手不足対策、特に新

規雇用と定着への組合支援を研究対象とする

が、上記の代表的な共同事業の中では網羅でき

ていないものと思われる。新規雇用に係る直接

的かつ代表的な支援としては共同求人事業が

あげられるが、組合員企業を学生等に知っても

らい応募のきっかけを作るような活動も新規雇

用に係る間接的な支援と考えられ、情報提供事

業の一部といえよう。また、人材育成事業や共

同労務管理事業、福利厚生事業も定着や労働

条件の向上に資することから間接的な支援に相

当するものと考えられる。したがって間接的な

支援を含めると多くの共同事業が新規雇用に影

響を与えているものといえよう。

さらに、共同生産・加工事業なども組合が高

額・大型の新鋭施設等を導入し組合員企業の

生産性向上に資するものであれば、人手不足問

題の支援につながるものであるが、本稿では、

前述のように組合員の新規雇用への組合支援

を主な研究対象とすることから、新規雇用と定

着以外は補完的な情報収集に止めるものとし

た。

２　問題意識ならびに先行研究のサー
　　ベイと仮説設定

2.1　問題意識（リサーチクエスチョン）

商工中金・商工総合研究所（2020）の組合

実態調査報告書では、中小企業組合が今後新

規に取り組みたい共同事業として、教育訓練・

人材開発、外国人技能実習生受入、異業種交流・

企業連携・産学官連携・共同求人、市場調査・

販路開拓の順となっており、人的資源への関心

の高まりが窺えると指摘している。

一方で、中小企業1社では新規雇用は非常に

困難であると企業側の視点で指摘する先行研

究がある。中小企業庁（2017）の「中小企業・

小規模事業者における人手不足対応研究会と

りまとめ」によれば、その理由を「若者をはじ

めとする強い大企業志向や、大企業との賃金格

差、強い離職傾向、知名度の低さ等の一定のハ

ンディがある」ことと指摘している。また、永

野（2016）は、「労働市場がタイトになる中で、

中堅・中小企業や準大手でもいくつかの業種の

企業では採用難によって計画人数が確保できな

くなっていた。このような規模による違いは採

用のみならずインターンシップに関しても現れ

ていた。企業規模間格差は、特に採用に関わる

ことに関しては大きいといえるだろう」として

いる。

求職者については、マイナビ2025年卒大学

生就職意識調査によれば、大手志向（「絶対に
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大手企業がよい」+「自分のやりたい仕事がで

きるのであれば大手企業がよい」）が53.7％で、

中堅・中小志向（「やりがいのある仕事であれ

ば中堅・中小企業でもよい」+「中堅・中小企

業がよい」）よりも多い（図表６）ものの、「絶

対に大手企業がよい」という回答は9.8％に止

まっている。また、就職観では、「楽しく働き

たい（38.9％）」、「個人の生活と仕事を両立さ

せたい（24.5％）」、「人のためになる仕事をした

い（10.9％）」が上位で推移し大学生の就職観と

なっている。企業選択のポイントとしては、「安

定している」が49.9％で最多、「自分のやりたい

仕事（職種）ができる」が28.6％、「給料が良い」

が23.6％と続いている。必ずしも大企業でなけ

ればならないという訳ではなく「安定」や「や

りがい」、「ライフワークバランス」が重視され

ているといえるため、中小企業においてはこの

ような層へのアプローチが求められよう。

また、多くはないものの一定数の地元志向の

大学生が存在することや、学校推薦で一人一

社制の高校生も一般的に地元志向が強いと思

われることから、地元に密着した中小企業はそ

の選択肢と考えられる。

（出所）マイナビ 2025 年卒大学生就職意識調査

以上のように、中小企業組合は環境変化から

人的資源への関心を高めている一方、中小企業

は新卒採用にハンディを抱え苦労している。そ

して、大学生の大手志向は引き続き強いものの

「安定」「やりがい」「ライフワークバランス」

を重視しており、必ずしも大企業でなければな

らないという訳ではないというのが現在の就職

意識といえるのではないか。

そのような中、中小企業の連携組織である中

小企業組合（特に団地組合など地方での影響

力が大きな組合）は、中小企業1社では認知度

や信用力等に不安を覚える学生にも、公的な認

可や支援を得て設立された組合という組織を利

用することで信用力の補完が可能となり、加え

て多くの情報を持つ組合だからこそ組合員の採

用戦略（事前準備（ペルソナ設定や自社の魅

（図表６）企業志向（大手志向と中堅・中小志向）の推移     　　　　（N＝39,190）
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力洗い出し）・知名度向上・合同説明会・イン

ターンシップ・内定後のフォロー方法）などに

おいても組合員支援を可能とし、組織化効果を

活用することにより、新規雇用や定着にも貢献

できるのではないかとの問題意識をもった。雇

用は、究極的には個社の問題であり、中小企業

組合ができることには限界もあると考えらえる

が、有効事例を収集し、その対応の共通点を

検証することで、中小企業組合による支援の可

能性について考えていきたい。

2.2　先行研究のサーベイと仮説設定

購買行動のプロセスモデルをフレームワーク

とする研究としてAIDMAやAISASがあげら

れる（図表７）（注：AISASは、電通の登録商

標です）。ここでは、購買行動と就職活動は、

目的がモノやサービスなのか就職先なのかとい

う違いはあるが、行動モデルとしては同様であ

ると考えられ購買行動モデルをフレームワーク

として採用した。AIDMA（Attention-Interest-

Desire-Memory-Action）モデルは、アメリカの

サミュエル・ローランド・ホールが、1924年頃

に著書「Retail Advertising and Selling」の中

で発表したもので、シンプルで親しみやすく，

かつ市場が比較的単純であった時代には有益

な モ デ ルとされ てきた。AIDMAの 場 合、

Attention（注目・認知） が特に重要で、ここを

強化することで最終的にAction（行動）へ繋

がる確率が高くなるため広告等を強化し認知を

アップさせることが重要だと指摘している。イ

ンターネットがなかった頃のテレビやラジオ、

新聞、雑誌等が与える影響度は大きく、情報は

こういったメディアからしか入手できなかっ

た。しかし、秋山・杉山（2004）はインターネ

ットの普及により、消費者がネット上で検索し

商品に関する情報を集め購入の意思決定を行

い、またSNSなどを通じて自分の意見をシェア

するという今日的な消費者の行動を捉え、

AISAS（Attention-Interest-Search-Action-

Share）という消費者行動モデルを提案してい

る。AISASで はAttention-Interestま で は

AIDMAと同様であるが、Attentionにおける

メディアの多様化とその後のSearch（検索）

が大きなポイントで、インターネット検索して

情報収集した結果、次の行動へ進むかどうか

が決まるという特性を持ち、検索結果の情報に

ネガティブな情報を見つければ行動はそこで止

まるし、判断するための情報が少ない場合も判

断ができずに行動が止まる可能性が高くなる。

検索の結果、ある程度納得する内容であれば、

Actionへ繋がり、更に、次のプロセスである

Share（情報共有）へ進む傾向が強いのも特徴

で、Shareさ れ た 情 報 が 新 た な 消 費 者 の

AttentionやSearchの対象になるという流れと

なっている。

購買行動モデルであるAISASを就職活動に

置き換えた場合（図表７）、就職サイト等で認

知し、特定の会社に興味を持ち、インターネッ

トやSNS等で詳しく情報収集した上で、次に

進むかどうかを判断し、説明会に参加したり募

集に応募したりという行動となる。その結果を

SNSで発信することで、別の就職活動者に影

響を与えるものというのが、就職活動における

求職者を対象としたモデルとなる。そのため、

近年の採用においては、認知・興味を持っても

らう活動に加えて、インターネットの普及によ
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る変化として、Search（検索）とShare（情報

共有）を意識した対策が重要になると指摘して

いるものと考えらえる。

（出所）筆者作成

鬼丸（2009）によれば、中小企業における

人材確保は、賃金や福利厚生面に関する企業

間格差や資金力・業容の広がりの制約や知名度

の低さといった大企業と異なる多くの難しさを

抱えていることが多い。大企業と競合している

都市部において、中小企業が求める学歴・専門

分野・経験・年齢階級を保持する労働者の採

用が一般に困難であるため、採用時に資質や能

力面でばらつきのある人材の可能性をいかにし

て引き出し，専門性を高めていくかが企業発展

の一つのポイントになるとし、社員を主体とし

たOJTとoff-JTの意識的な組み合わせは、教え

る側・教えられる側の両者の様々な面での成長

につながっており、中小企業の人材育成を考え

る上で一つの示唆となろうと指摘している。つ

まり、大企業と違い中小企業では即戦力となる

（図表７）購買行動モデル「AIDMA」および「AISAS」

 

 

Attention        Interest         Desire          Memory 　     Action
注目・認知         興味・関心        欲求                 記憶　　　　　 行動

　　　

注目・認知         興味・関心        検索                 行動　　　　　共有

　　※ユーザー評価が別の消費者の意思決定に影響を与える

―採用活動に置き換えた場合―
就職サイト等➡ 興味を持つ➡ 詳しく情報収集➡ 説明会・応募➡ SNSで発信

検索・チェック 検索・チェック

Ａ Ⅰ Ⅾ Ｍ Ａ

インターネットの普及により事前情報量が増加

Ａ Ⅰ Ｓ Ａ Ｓ

情情報報をを確確認認しし、、次次のの

行行動動にに進進むむかかをを判判断断
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ような人材確保は難しいことから、専門分野で

はない人材を自社の先輩社員を活用して、いか

に育てていくかが重要になると育成面から指摘

しているものといえよう。

永野（2016）によれば、中堅・中小企業を中

心にいくつかの企業では、採用難によって計画

人数が確保できなくなっていた。しかし，その

ことは規模の小さな企業では人材採用が不可能

なことを意味しているのではない。それぞれの

企業は独自の方法（地元大学との関係強化や採

用活動開始時期を大企業の内定後の秋口に後倒

し、インターンシップへの注力等で採用力を高

める等）で、人材採用を成功させる工夫をして

いた。そのような工夫を重ねることが、人手不

足下ではより重要になるだろうと指摘している。

さらに、中小企業が欲しい人材が採用できな

い、あるいは採用自体ができない理由として複

数の人材紹介会社等が指摘しているのが、中

小企業の採用は、経営状態に左右されることが

多く、退職者の補填等が中心で計画性が薄か

った。そのため、担当者が片手間で採用対応、

採用したい人物像が不明確（ペルソナの設定

不十分）、積極的な採用アプローチ（説明会、

インターンシップ）不足、経営者の関与不足、

自社の強み・魅力（労働条件や働きやすさなど

他社との違い）の整理不足・PR不足等の状態

が顕著であることをあげている。

最後に中小企業組合の先行研究について確

認する。百瀬（1989）によれば、中小企業組

合は「中小企業施策の受け皿機能」として、あ

るいは異質多元に存在する中小企業の「総意

形成機能」として、中小企業のもつ問題性解決

のために貢献してきており、個々の企業では弱

体な中小企業が、組織の力によって不利を是正

し克服するために、中小企業組合があるとして

いる。また、協同組合の理念と本質は、中小企

業者が「相互扶助の精神」に基づいて、自らの

努力と自らの組織力で活路を拓くことによって

経済的・社会的地位の向上を図ることであり、

自主独立の組織経営体として組合体質を強化

することだとしている。理念や本質は今でも変

わることはないと思われ、組織の力によって不

利を是正し克服することで新規雇用における中

小企業の問題を解決し、相互扶助の精神のもと、

大企業等との採用競争の中ではまとまりを持っ

て協力していけるものではないだろうか。

本稿では、AIDMAやAISASによる購買行

動のプロセスモデルのフレームワークを中小企

業組合による組合員の新規雇用にかかる支援

活動事業の分析に援用し、支援活動がAIDMA

やAISASのどの段階に相当するのか、どのよ

うな効果があるのかなど組合の支援活動の共

通点について検証しているが、新規雇用や定着

は最終的には組合員である受け入れ先企業の

問題であり、組合の支援には当然ながら限界が

ある。そのため、組合の支援に加え、組合員企

業の企業努力や対策を促すような変化が副次

的に起こってこそ、より高い効果を発揮するも

のではないかとの仮説を設定した。

３　ケーススタディ

本章では、仮説検証のためのケーススタディ

を実施した。インタビュー先としては、組合事

業として組合員の人手不足対応への支援を行

っている①茨城県菓子工業組合（農業高校とコ

ラボ／製菓・製パンコースに和菓子実習過程が
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新設されるのにあわせて組合員による出張講義

（製菓実習））、②協同組合鳥取卸センター（中

央会からの人材確保PR支援事業制度の紹介／

制度を活用し組合活動・組合員企業と従業員

のインタビューによる職場環境や仕事の内容紹

介をYouTubeで配信し新たな求人戦略のきっ

かけづくりに成功）、③協同組合青森総合卸セ

ンター（県内4卸団地合同の共同求人、問屋町

版インターンシップ／組合員企業の人材確保と

若者の地元定着支援を目的とした合同企業説

明会の開催、複数の企業を一度に体験できる多

業種連携型インターンシップ等）を選定し、組

合並びに組合員にインタビューを行ない、その

内容についてまとめた。

具体的には、組合概要、組合員における人

手不足の現状と対応、組合による人手不足対

策支援（人と人以外の支援（人手不足におけ

る供給制約の観点から「採用以外のその他の

対応」として、「共同の機械化」（資本ストック

部分）や「デジタル化」（技術進歩や効率化な

どの全要素生産性部分）などについても質問を

行い、組合の対応状況を確認））、最後に、組

合による採用等の人手不足支援の限界と可能

性等について半構造化インタビュー等を行っ

た。ケーススタディでは、これらのインタビュ

ー結果をもとに考察を試みることとしたい。な

お、事例の内容は、取材時点の情報に基づくも

のである。

3.1事例研究

【事例A】茨城県菓子工業組合

１．組合の沿革等 

1966年2月に組合を設立し、組合員数1,000

人超にまで伸長したが、国際化による激しい市

場競争、景気低迷、高齢化、後継者不足等を

背景に廃業が続き、2024年3月現在の組合員

数は108人である。最近では、いばらき三ッ栗

（いばらきのお菓子づくりプロジェクト（2006

年度～ 2008年度）により商品化された菓子で

「焼き栗まん・モンブラン・栗渋皮」の3品がセ

ット）の製作や、2014年には「いばらきさん。」

という茨城県内の各地域（県北、鹿行、県南、

県西）で調達した県産素材（常陸大黒、メロン、

所在地 茨城県水戸市見川町 2139 番地の 5
組合設立 1966 年 2 月
代表者 理事長　大槻 和行
会員数 108 名（2024 年 3 月現在）
事業内容 情報提供（関係官公庁、団体との連絡調整等）、教育指導（「いばらき三ッ栗」の事業推進、

実技講習会及び講演会の開催、製菓衛生師受験者への参考図書斡旋等）、行政に対する
意見具申並びに陳情（実業高校における菓子実習教育の充実等）、原材料・包装材の斡
旋（もち米、小豆等）、行事（ソフトボール大会）への助成
菓子づくり講習会を年間３回実施（うち１回は青年部主催）

特記事項 同業種組合（和菓子・洋菓子製造業）
当組合の常務理事・青年部長の堀江 誠氏（菓笑 堀江製菓の代表者）にインタビュー実
施
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ブルーベリー、梨、栗、かんしょ、梅等）を使

ったお菓子を統一デザインとして広めている。

これに合わせ、パッケージも当組合のプロジェ

クトにより筑波大学との共同研究により製作し

た。2024年5月には、県庁で3日間にわたり開

催された「いばらきスイートフェア」で、当組

合が初めて主導的な役割を果たして県内菓子

産業の振興にも貢献した。

２．共同事業の変遷

設立当初は、共同購買事業（あずき・もち米・

包装材等）を主力の共同事業としていたが、組

合員数の減少や組合員ニーズの変化等から現

在は、教育指導事業（「いばらき三ッ栗」や「い

ばらきさん。」の事業推進、実技講習会及び講

演会の開催）が中心となっている。

青年部にはなるが、非会員でも参加できるよ

うな菓子講習会やボーリング大会などができる

ようにし、多様な方々との情報交換やニーズの

把握、交流が気軽にできるような工夫をしてい

る。いきなり組合に加入するのはハードルも高

いため交流する中で、将来的に組合員になって

もらえるような機会になればとも考えている。

また、後継者育成にもつながる取り組みだと期

待している。特に作り手のような職人は、普段

の交流が少なく上記取り組みのような同業者を

中心とした交流で勉強の機会にもなればよいと

も考えている。

３．人手不足の状況と対応

（組合員企業における人手不足の現状、組合に

期待する支援）

組合員である菓笑堀江製菓の堀江社長への

インタビュー内容：当社であれば、中途採用で

はあるが4年目になる人材を採用した。経験者

ではなかったが面接での感触が良かったことが

採用の決め手である。現在30歳の若手で丁寧

に育成した結果、工場長として活躍してくれて

いる。現実問題として、正社員１名、パート１

名の雇用が企業規模からすれば適正水準で、

これ以上の雇用は収支面を考慮すると過剰にな

るため、当社の場合は幸い適正人員の状態であ

る。他の組合員では、親子２人で駅前にて菓子

の製造小売りをしているが、将来を考えると親

に代わる人材が必要だと思うが現状は店の切り

盛りで１日が終わってしまい代わりを見つけて

いくのが難しい状況にあると聞いている。

組合への期待としては、地域の和菓子文化を

後世へ残していくためにも、次代を担う学生に

対する和菓子文化の伝承・後継者の育成等の機

会を多く作り、組合員も技術力を磨くため「菓

子製造技能士」のような技能検定にチャレンジ

する組合員を増やすような支援を期待したい。

（組合による人手不足支援（人に関連する支援））

①きっかけ、背景や目的：

後継者や技術者の不足により、今後も組合

員の減少が懸念される中、茨城伝統の和菓子

や地域の和菓子文化を後世へ残していくために

も、次代を担う学生に対する和菓子文化の伝承・

後継者の育成の機会が必要であると考え、組

合では実業高校、特に農業高校の食品関係学

科及び製菓専門コース等において、外部講師（組

合員）を活用した製菓実習の実施を要望してき

た。組合と行政とのつながりがキーとなり、県

会議員の紹介を得て、県立高校での実習課程



2025.2 65

新設に伴う講師派遣の話をスムーズに進めるこ

とができた。

②具体的な取り組み内容：

令和2年度に県立鉾田第二高等学校の製菓・

製パンコースに和菓子実習課程が設けられるこ

とになり、講義や実技指導を通じて、製菓の楽

しさや和菓子文化の魅力、作法等を高校生に

体験・理解してもらい、ひいては将来的に業界

の担い手となる人材を育成することを目的に、

組合員による製菓実習を実施することとなっ

た。学校側と事前協議を行いながら準備を進め

る一方、組合内部においては、組合員がそれぞ

れ店舗の通常業務を抱える中、講師派遣に協

力できる組合員を確保できるかが懸念された

が、理事長の主導のもと役員や青年部長から本

事業への理解とスムーズな協力を得られ、講師

要員を確保できた。その上で、講師となる組合

員の選定や実習テーマ・内容等を協議決定して

いった。年間授業計画に合わせ5回の実習カリ

キュラムを組み、1回目/7月「製餡」⇒2回目

/9月「おはぎ」⇒3回目/10月「大福」⇒4回

目/11月「栗饅頭」⇒5回目/1月「桜餅」のテ

ーマにて実施した。講師派遣料には公的な補助

金の利用が可能で、単発の講師派遣に終わら

ず現在でも継続している。

③具体的な効果と要因：

効果としては、受講生徒の中から、講師を担

当した組合員企業への就職希望者が出たこと

があげられる。高校生が進路を選択するにあた

り、いくつかの組合員事業者と交流した経験や

組合員の菓子に対する情熱・技術を目の当たり

にしたことにより、将来ビジョンが明確になっ

たためと考えられる。今後、業界の将来を担う

人材育成に対し組合全体の熱意が向上し、県

内各地で製菓実習が増えることに期待してい

る。また、講師を担当した組合員にも大きな変

化やメリットをもたらすと考えられる。具体的

には生徒に教えるのにあたり講師自身が勉強し

直す必要もあり、組合員が自社の魅力や技術力

を再認識することで情熱をもって伝えられるよ

うな変化を生み出し、組合員にとっても効果が

あったと考えられる。さらに、「菓子製造技能士」

のような技能検定に合格した菓子製造業者に

与えられる国家資格にチャレンジする組合員が

増えれば、技能や社会的な認知の向上にもつな

がり人材育成や菓子文化の継承にも寄与するの

ではないかと考える。

④上記以外の取り組み：

他の高校への講師派遣にもつながり、幅が広

がっている。また、2024年5月には、県庁で3

日間にわたり開催された「いばらきスイートフ

ェア」で、当組合が初めて主導的な役割を果た

し、県内菓子産業の振興や組合等の知名度向

上に注力している。

（組合による人手不足支援（人以外の支援））

栄養成分表示の義務化に伴い、当組合の上

部団体である全国菓子工業組合連合会が独自

に開発した菓子業界専用「栄養成分計算ソフト」

は、菓子業界に特化した栄養成分計算ソフトと

して、小規模事業者にとっては負担が大きい組

合員共通オペレーションのデジタル化によるシ

ステム化に寄与している事業となっており、人

手不足支援にもつながっている。それ以外の例

えば、労働生産性診断や総務事業代行、組合

員の遊休資産（保養所・研修所など）の仲介（シ
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１．組合の沿革等

組合設立時は組合員数22名でスタートし、

1975年から1976年のピークには組合員数32名

まで拡大した。尚、賛助組合員（団地内に自己

所有の不動産がない場合の組合員）を含む組

合員数のピークは1979年の37名である。

【事例Ｂ】協同組合鳥取卸センター

ェアリング）による定着支援や福利厚生面での

労働条件向上支援は行っていない。組合員のイ

ンターネット導入は、小規模事業者も多く今後

の課題である。

（組合による採用等の人手不足支援の限界と

可能性（課題やこれから取組めそうな対応））

組合としては、現在も続けている学校への講

師派遣が人手不足支援としての中心的な取り

組みとなる。茨城伝統の和菓子や地域の和菓

子文化を後世へ残していくために、一度に訴え

られる人数は少ないかもしれないが、講師派遣

であれば生徒に直接的に菓子の魅力や職人の

熱意を伝えることが可能で、単に知ってもらう

という状況を飛び越えて、「知ってもらう➡興

味を持ってもらう➡深く知ってもらう」という

質の高い人手不足支援につながるものと考えて

いる。さらに、組合という組織による信用力の

補完や公的補助金の利用は現実問題として非

常に有効であると思う。

今後の可能性としては、例えば菓子製造技

能士を組合として増やしていくような努力を行

うことにより講師役の組合員が増えていけば、

他の組合員や、あるいは他の組合での横展開も

可能かもしれない。継続的な成果や横展開には、

組合による支援とともに、組合員企業の努力（変

化）を引き出すような相乗効果が必要となるの

ではないかと考える。中小企業では必ずしも採

用戦略等の重要性を認識し計画を立てている

企業は多くないと思うが、講師の派遣には、社

長の関与増加や自社の技術力をはじめとした魅

力の整理等につながるような効果が大いにある

と考える。

所在地 鳥取県鳥取市商栄町 202 番地 2
組合設立 1967 年 3 月
代表者 代表理事　盛田 眞理（株式会社モリックスジャパン代表取締役会長）
組合員数 20 名＋賛助組合員 12 名（2024 年 7 月現在）
事業内容 福利厚生（集団健康診断等）、研修（毎月定例会、ミニセミナー（人権研修・時事研修）、

地元を知るための研修「移動二十日会」等）、環境整備（団地内一斉清掃等）、安全対策（防
犯灯、防犯カメラの設置等）、プロジェクト（共同求人募集、組合資産活用等）、その他（団
地まつり、転貸、組合施設の貸出、簡易郵便等）

特記事項 理事長と事務局長の田中弘子氏にインタビュー実施
卸商業団地（団地面積約 75,000 ㎡）
事務局職員 4 名（内、簡易郵便局専任 2 名）
1984 年青年部会設立
2013 年関連会社でサービス付き高齢者向け住宅を運営
2021 年人材確保 PR 支援事業（YouTube で PR 動画配信）
2024 年「とっとりインターンシップ」に組合並びに組合員 4 社が参加
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1967年3月組合設立、12月団地用地買収完了

1968年第１次計画企業進出（卸売業店舗等

　　集団化事業）鳥取卸センターオープン

1970年組合会館完成・団地完工式

1984年組合青年部会設立

2001年情報化創造発信事業（組合ＨＰ公開）

2009年組合施設改修移転（組合会館リニュ

　　ーアル・ファミリーマート誘致）

2013年サービス付き高齢者向け専用住宅完

　　成（鳥取卸商事㈲）

2014年鳥取市商店街にぎわい形成促進事業

　　（団地まつり実施）～現在に至る

2020年卸商業団地機能向上支援事業（組合

　　ブランド強化検討）

2021年人材確保PR支援事業（YouTubeで

　　PR動画配信）

2022年組合HPリニューアル、卸商業団地機

　　能向上支援事業（SDGｓへの取組み検討）

２．共同事業の変遷

設立当初は、鳥取市街中心部に点在してい

た卸売業者が商業団地への集団化を目的とした

商業団地のため、進出企業の利便性向上のた

めの簡易郵便局事業、展示会館や共同販売の

C&C店舗（cash and carry：現金支払い、商

品持ち帰りの卸売業態の店舗）を主力の共同事

業としていた。その後、組合員数の減少や組合

員ニーズの変化等から現在は、情報化や団地

価値向上（団地で働くことがかっこいい、オシ

ャレというようなイメージ戦略）への対応支援

等（組合HP、BCP、組合ブランド強化、人材

確保PR支援、SDGs）を主力事業としている。

最近は、毎年のように全国卸商業団地協同組合

連合会（以下、商団連とする）の卸商業団地機

能向上支援事業を活用し、組合員のためになる

ような事業に注力している。

組合員のニーズ変化については、毎月の定例

会や日頃の事務局からの声掛け等あらゆる機会

を利用し把握に努めている。また、50周年時に

経営者向けに組合への要望把握、2021年には

団地内全従業員に対し、情報化事業や団地ま

つり、組合HP、組合事業への要望等のアンケ

ートを実施（回答率83.7％）し、結果を組合運

営の指針として活用している。

３．人手不足の状況と対応

（組合員企業における人手不足の現状、組合

に期待する支援）

組合員である株式会社モリックスジャパンの

盛田会長へのインタビュー内容：県内労働力人

口の減少や県外への人口流出等により特に新卒

採用は、残った人材の取り合いになっている状

況で中小企業には非常に厳しい採用環境とい

える。特に、地方はより厳しい状況にある。当

社の場合は、採用の成果をあげるため民間の実

績のある求人会社（ジョブナビ等）を活用し採

用を行っているが費用負担が大きく、協同組合

で採用支援してもらえれば会社としてはとても

ありがたく、メリットがあると考える。特に小

規模企業にとっては非常にメリットがあるので

はないかと思う。当社では、今年5名の新卒採

用ができたが稀なことであり、来年どうなるの

かは不透明である。本人の希望により営業職、

SE職で採用、県外の大学からの採用もあるが

全員が地元出身者である。いわゆる地元志向の

若者も増えてきているように感じる。高校生の
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場合は、複数の学校の就職指導教員とのパイ

プ作りに注力している効果もあり相応の採用実

績となっている。それ以外には、行政等が鳥取

産業体育館で実施する合同就職説明会には参

加しているが効果はあまり見られない。当社の

場合、中小企業としては人事制度の整備も含め

採用や定着のための研修制度・コミュニケーシ

ョンに関する取り組みには非常に注力している

と思っている。ただ、最近になってようやく整

備されてきたという状況である。毎年採用活動

は熱心に取り組んでいるものの、成果にはバラ

ツキがあり課題となっている。一般的に小規模

企業では、従業員が辞めてしまったので場当た

り的に採用する、採用担当者も特に決まってい

るわけではなく、人事制度もなかなか整備され

ていないというのが実情ではないかと思う。何

をしたらよいのかも含めよく分かっていないと

いうことであろう。

組合への要望として、閲覧の機会を増やすた

めに、2021年に制 作した組 合と組 合 員の

YouTube によるPR動画へのリンクを組合ホー

ムページ上に張ってもらいたい。さらに、SNS

等での組合員企業PR動画の制作支援や地元の

学校への働きかけ等を通じて、各組合員企業

が行っている仕事を若者や関係者に理解しても

らえるような活動を期待したい。

（組合による人手不足支援（人に関連する支

援））

①きっかけ、背景や目的： 

少子高齢化が進み、組合員企業が求人募集

を行っても期待どおりの応募が得られなくなっ

ている。卸売業という性質から、一般向けには

企業の知名度が低くなりがちであり、新たな手

法でイメージアップを図り、次世代につながる

ような活動が課題となってきた。そのため、組

合全体の人材確保事業としての取り組みを考

えることとなった。

②具体的な取り組み内容： 

組合ホームページのリニューアルを検討する

中、人材確保のための組合員紹介の動画作成

が提案された。鳥取県中央会より「人材確保

PR支援事業」活用のアドバイスがあり、委員

会を立ち上げた。動画は、組合員１社ではイン

パクトが弱いが『組合活動と組合員活動は一体・

同体』という組織力をポイントとした。内容は、

組合活動（歴史ある組織活動）の紹介、組合

員企業の全景紹介、従業員インタビューによる

職場環境や仕事の内容紹介など求人活動者に

受け入れやすい構成とした。YouTubeで配信

したことから、従来にはなかった手法でのアプ

ローチとなり、従来ハローワークや求人誌に求

人広告とは違う組合員の新たな求人戦略となっ

た。

③具体的な効果と要因： 

現在の若年求職者への広報手段として

YouTubeへの掲載を取り入れたこと、組合員

１社の紹介に加え組合という組織力をPRする

ため組合活動の紹介も動画化したことで、若者

に動画を見て理解、納得してもらうことが可能

となった。現状では動画を契機とした応募はな

いものの今後は、組合員企業のホームページへ

の掲載や独自にYouTube配信できる動画など

の共同制作を支援し、SNS社会への対応を積

極的に推奨していくことで、組合員の需要に即

した組合事業参画を促し、組合への帰属意識
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向上、若年者の人材確保につながっていくこと

を期待している。

④上記以外の取り組み： 

地元大学生にも参加してもらい組合や組合

員とも交流してもらえるような団地まつりの開

催や、鳥取県中央会が鳥取県からの委託で実

施する「とっとりインターンシップ」へ組合も

参加することにより、組合員を知ってもらい興

味を持ってもらえるような即効性はないが地道

な支援活動を継続的に行っている。インターン

シップに組合として参加した理由は、1社では

受入れに対応しづらく手を挙げられない組合員

企業も組合がハブになり団地組合内の複数の

組合員に参加してもらうことで、組合員企業の

負担を軽減し、インターンシップに参加する学

生も一度に複数の企業を見られるなど来てもら

いやすい環境を整えるためである。なお、これ

までも組合として、地元の大学に対し何らかの

手法で組合員企業のPRをさせて欲しいとお願

いしたこともあるが他からの要望も多くあり難

しい状況である。

（組合による人手不足支援（人以外の支援））

人手不足支援として共同化も重要であると考

え、単独では導入しづらい大型のプリンターを

導入し企業ではできない大判プリントや草刈り

機の導入による省力化への支援を行っている。

他にもニーズがあれば導入していきたいと考え

ているが、カーシェアリングや共同サーバー等

を検討したが採算面や参加者の面で難しいケ

ースもある。各社では着手しにくいDX対応も

組合がロールモデルを提示することで効果を実

感してもらい、自社への導入を検討いただける

こともあるが、なかなかハードルを高く感じら

れる組合員もある。

団地組合のように資産を持っている組合で

は、組合資産を活用し組合員の課題解決に貢

献しつつ組合自ら財務の健全化を図らなけれ

ば、昨今の情勢では組合員に寄与する共同事

業を提供しにくく、ひいては組合員からの信頼・

求心力にもつなげていくことができないのでは

ないかと考える。

（組合による採用等の人手不足支援の限界と

可能性（課題やこれから取組めそうな対応））

人手不足解消に資する支援の難しさとしては、

組合員の求める即効性がない点である。組合に

よる支援は、直接的に採用につながるものでは

ないため、短期的な成果が出にくく、喫緊の人

手不足解消を目指す組合員企業に組合支援の意

義や必要性を理解してもらう努力が必要である。

ましてや、採用は最終的に企業自身が行うもの

であり、組合としての関与には限界がある。

組合ができる支援の可能性は、前提として、組

織化の力を活かした信用力の補完や公的補助

の利用であり、組合員企業にとって大きな魅力

ではないかと考える。特に補助金の効果は大き

いと感じる。それは、組合員のニーズや時代の

変化に応じて組合として様々な取り組みに挑戦

ができるからである。

これまでの事業の中で、インターンシップにし

ろPR動画にしろ、組合員自身はこんなことが

と思ってしまいがちな自社の魅力を認識するケ

ースがみられることから、自身では気づきにく

い外部からみた魅力に企業が気づいてもらえる

ように、組合が誘導することで一歩進んだ支援
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につながるかもしれない。

新型コロナ禍以降、人材の流出が激しくなり、

2023年頃より組合員からの採用支援に関する

ニーズが一層強まり切実になってきている。組

合としてもニーズへの対応として、現在「共同

求人チラシ」と「共同求人動画」の制作プロジ

ェクトを計画中で現在組合員に周知し募集を行

っている段階にある。2021年に実施した組合と

組合員のYouTube によるPR動画制作の経験

を活かして、今回のプロジェクトでは、具体的

な共同求人（年数回、新聞折り込みやポスティ

ング、求人情報誌の誌面ジャックを計画）と各

社ごとに転用可能な求人動画を制作（企業の実

情に応じ柔軟に対応予定、前回の動画は従業

員の顔出し出演が難しいケースが多かったこと

からアニメーションの利用や企業イメージをア

ップさせるような内容でも可）することで参加

率や実効性を高めるようなプロジェクトとして

いる。本件に関しては、組合による共同事業の

ため、補助金（働き方改革推進支援助成金）

を活用し組合がハブとなることで、組合員の負

担を減らしつつ行える人手不足支援であると考

えている。なお、企業求人PR動画制作は、本

来個別企業が行うべきものかもしれないが、特

に小規模企業の実態からすれば、個社では人

的、費用的に難しいことも多く、組合が入り込

んだ支援が有効ではないかと考えている。

組合による支援の意義や魅力としては、団地

内企業に目を向けてもらい、雰囲気を知っても

らい、興味を持ってもらう、そして良いイメー

ジ（団地で働くとかっこいい、オシャレ等）を

持ってもらうことが自分自身の経験からも重要

と考えている。最終的には、イメージ戦略とい

っても過言ではないかと思う（AIDMAや

AISASでいう「I」の段階で興味や憧れをもっ

てもらう段階までが組合による支援の限界とい

える）。次のステップとして、組合員側では検

索された場合に備えて、関心を持ってもらえる

ような会社HPやSNSの内容整備が重要になる

と考える。そのため、組合員の中で不足する

ITスキルの向上支援を組合としてもできる範

囲で対応している。そのような支援の過程で、

組合員自身による自社の魅力の再発見や経営者

の関与強化といった、採用の高度化につながる

ような副次的効果が出てきていると思う。採用

に関して前向きな態度に変化させることが、場

合によっては可能かもしれない。
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【事例Ｃ】協同組合青森総合卸センター
所在地 青森県青森市問屋町 2 丁目 17 番 3 号
組合設立 1967 年 10 月（異業種 42 社で設立）
代表者 理事長　柳谷 章二（株式会社マツダアンフィニ青森 相談役）
会員数 134 社（2024 年 6 月現在）
事業内容 高度化事業、金融事業、共同駐車場事業、業務委託事業、高速事業、共同施設管理事業、

共同物流事業、情報事業、サポート事業、共同求人事業、環境事業、交通対策事業、安心・
安全事業、健康事業、交流ストア事業、若者定着促進事業、景観事業、ビジネススクー
ル事業、レクリエーション事業、コミュニケーション事業等

特記事項 当組合の小田切勇治事務局長、西田一実業務部長と株式会社マツダアンフィニ青森の
小山田裕美人事・総務グループ課長にインタビュー実施
青森県で最初にできた卸商業団地で、青森市役所の南 5 ㎞程に位置し、問屋町と第二
問屋町を合わせた団地総面積は 530,855 ㎡で、青森自動車道青森中央インターチェン
ジも近く青森市内最大の流通拠点、問屋町と第二問屋町を合わせて通称「問屋町 ( と
んやまち )」といわれている
関連会社：青森問屋町配送株式会社（共同物流センター運営）
2022 年 10 月で組合設立 55 周年を迎えた

１．組合の沿革等 

1967年10月に異業種42社で組合を設立し、

以降順調に組合員数も増加し1990年にはピー

ク146社まで増加した。21世紀に入り地元企業

の倒産等による脱退が増加したものの新規加入

もあり、現在の組合員数は134社である。バブ

ル経済の崩壊による組合員の業績悪化等、経

済環境の変化を見据え、問屋町の機能強化を

図るため、「組合員資格を卸売業に加え小売業

から運送業・サービス業まで拡大」したり、団

地内施設の有効活用を図るため「賃貸に関する

規約」を制定したり、「高度化制度の集積区域

の認定」も受けるなどして、組合員の跡地対応

に新たな道を開き苦境を乗り切ってきた。

1967年10月組合設立

1969年第１次団地造成工事完成

1970年問屋町会館完成

1984年第2次団地造成工事完成

1997年共同物流センター完成

2000年組合員資格拡充（小売・サービス業

　　等を追加）

2003年青森中央インターチェンジ開通（新

　　規加入の追い風として寄与）

2005年景観事業スタート

2011年問屋町ビジネススクール開校

2014年健康事業スタート

2019年青森県流通団地連絡協議会で合同企

　　業セミナー実施

2022年SDGs活動スタート

２．共同事業の変遷

1967年の設立当初は、卸商業団地への集団

化を目的に高度化事業を主とし、金融、共同駐

車場、共同物流を主力の事業としていた。現在

は、共同施設管理事業（賃貸先を分散した賃

貸事業）が収益の柱となっている。卸商業団地

として存続し続け、「ビジネスパーク」へと飛

躍するため、①経済的価値創出事業（組合経

営を土台となって支える物流・駐車場・共同施

設事業等の収益（経済）事業）、②社会的価値
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創出事業（収益は生まないが企業の社会的責

任に応えていくために取り組む必要があり、共

同化のメリットも享受しやすい事業）、③文化

的価値創出事業（景観事業や教育事業、レク

リエーションやコミュニケーションなどの交流

事業）の「３つの価値」を創出する事業セグメ

ントを重視した活動を行っている。将来的には、

卸業の物流拠点を中核とし、問屋町大通りに小

売・サービス業や文化施設も備えた青森市の第

二副都心ともなる場所を目指している。

当組合では、事業計画立案アンケートや求人

アンケート等の調査を毎年実施し、組合員ニー

ズの変化を把握するような体制としている。ア

ンケートは一つの手段ではあるが、それ以上に

重要なのは組合員との直接の雑談を含めた会

話だと考えている。コミュニケーション事業と

して様々な交流会・研修会を開催しており、そ

のような場でのニーズ把握が非常に重要となっ

ている。そもそも組合員との会話は、アンケー

トの調査項目選定の参考にもなっている。

３．人手不足の状況と対応

（組合員企業における人手不足の現状、組合

に期待する支援）

組合員である株式会社マツダアンフィニ青森

の小山田人事・総務グループ課長へのインタビ

ュー内容：1959年創業のマツダ車ディーラー、

従業員は70名で営業職、整備職、事務職に区

分される。一般的には深刻な人手不足だといわ

れているが、当社の場合は、営業職が不足気

味でもう少し採用したいが深刻な人手不足とい

う訳ではない。数年前に整備職（エンジニアと

フロント職に分かれる）が深刻な人手不足にな

った。整備職の離職率が高いことが理由ではあ

るが、その際短期的には店舗の事務職を社内教

育し整備職のフロント職（整備の受付等顧客対

応が主体）に配置転換し、資格の必要なエンジ

ニアの採用に注力して採用を増やすことで凌い

だ。左記のような出来事を契機に、働き方改革

や給与面での処遇の見直し、人事評価制度導

入などを実施し、見える化を意識した制度体系

に変革した。具体的には退職理由として多かっ

た人間関係、スキル、給与面の改善に着手し、

ジョブローテーション制度による固定化しない

人間関係や評価の構築、職能要件制定と達成

度合いの評価制度、手当増加による処遇改善に

取り組んだ結果、採用力向上につながり良い成

果となったと考えている。

採用・定着に関しての課題としては整備職・

営業職とも改善したとはいえ定着率は7割弱と

改善の余地があると考える。採用に関しては、

中小企業であり応募の母集団を大きくするとい

うよりは、エントリー者や仕事体験等のイベン

トで接点が持てた人との連絡を密にして、社員

とも会ってもらい興味を深めてもらうような取

り組みによる信頼関係づくりを重視しており、

効果もでている。営業職についていえば、新卒

は地元大学卒の地元出身者となっている。自社

努力として大学との関係強化に注力している。

大学のキャリアセンターとの関係作りや学内企

業説明会への参加、インターンシップへの参加、

大学でキャリア関連授業への講師派遣（当社の

社長）を行うことで、大学とのパイプ作りや学

生に当社を知ってもらう機会となり、一部採用

に結びついたケースもある。しかし、採用担当

者は専任ではないため時間的な制約があるこ
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と、有料求人サイト等の費用は高く予算制約が

あること、ＳＮＳでの情報発信や接点作りなど

でのデジタル化が不十分なこと、人材育成は現

場中心で組織的対応の面での改善の余地があ

ることなどが課題としてあげられる。定着に関

しては、2024年8月に内定者の親も参加しての

懇親会を開催して、会社の理解と安心感の醸

成に取り組んだが、まだまだ対応ができていな

いことが多く今後の課題として認識している。

組合が主催した大学での合同企業セミナー

を接点として仕事体験会への参加を経て、採

用につながったという成果も出ており組合の採

用関連の支援には感謝している。組合に期待す

る支援としては、引き続き合同企業セミナー等

の学生との接点の場を作ってもらいたいのと合

わせて、定着の支援をお願いしたい。入社後の

早い時期と3 ～ 4年くらい経過した時期に退職

するケースが多く、組合で同年代の交流会等の

開催があると良いかもしれない。

（組合による人手不足支援（人に関連する支援））

①きっかけ、背景や目的：

組合員との会話の中で求人してもなかなか応

募がない等の人手不足の話題が多くなったこと

から、2017年に求人アンケートに人材確保状

況の項目を追加し人手不足状況の把握を開始

したところ厳しい状況が判明した。そのため、

組合員企業の人手不足、人材確保難への支援

を目的に、組合員企業・大学・大学生に分けて

課題を整理した上で、組合が取り組む意義が

あるものと判断した。

②具体的な取り組み内容：

人材確保支援事業として、(1)合同企業セミ

ナー：青森県内の４卸団地で運営する青森県流

通団地連絡協議会主催で、2019年から流通業

主体の合同企業セミナーを開始し、学生との接

点を増やし組合員企業の認知度や採用力向上

に取り組み、県内3大学が参加し一部大学では

キャリア授業に採用され延べ1,000人近い学生

が参加、(2)多業種連携型インターンシップ（問

屋町版インターンシップ）：全国的にも珍しい

複数の組合員企業を1度に体験できるインター

ンシップで、授業として５日間のインターンシ

ップ希望の大学と1 ～ 2日間の実施が多い企業

を組合がハブとなり日程調整等を実施し、大学・

学生・組合員企業がメリットを感じられるよう

支援、(3)青森公立大学寄付講座：2021年度か

ら実施中で、大学からキャリア教育科目の事業

論・流通の講師が辞めて長期間講師が見つか

らず、合同企業セミナー等の連携で関係が深ま

っていた当組合に講師派遣依頼となったもので

協力企業の採用活動に好影響、(4)青森明の星

高校地元企業ガイダンス：セミナー講師派遣で

交流があり、高校より学生に地元企業を知る機

会を設けたいとの要望があったことから2023

年度より開始し、2024年度は組合員企業5社と

2年生170名が参加、(5)共同求人広告：厚生労

働省の補助金活用により中途採用を主体に地元

求人誌・チラシに共同で求人広告を掲載（組合

員は無料）し、あわせてWEBにも同時掲載を

実施している。

③具体的な効果と要因：

定量的な効果を把握するのは非常に難しく今

後の課題と認識している。但し、合同企業セミ

ナーへの参加を組合員に募るとすぐに枠が埋ま

ってしまうなどニーズは高いと考えられるし、
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授業への講師派遣は学生に深く会社を知っても

らう機会として非常に有効で実際に採用につな

がったとの話を複数聞いている。また、組合の

みならず組合員にとっても、大学や高校との接

点が増え非常に太いパイプになってきている。

学校から相談されることが多くなり、組合に相

談すれば何か対応してくれるとの信頼関係が形

成されてきているのではないかと感じる。現在

進行中であるが、メディア関連の授業として学

生が企業を訪問し短い企業コマーシャル動画の

制作することとなり、組合員5社を紹介した。

これまでの関係性が活かされたものといえる

が、参加企業にとっても自社の強みなど整理に

つながり採用戦略等に非常に有効な効果を生む

のではないかと考えている。

（組合による人手不足支援（人以外の支援））

卸団地のため、古くから共同化には取り組ん

でおり、代表的な事業としては共同物流センタ

ーにより荷受・保管・在庫管理・出荷まで一貫

した物流業務の受託が可能。また、景観事業も

古くから実施しているが、今でいうところの働

きやすい環境につながり、健康事業では組合員

の集団健康診断や予防接種を共同で実施し生

産性向上に寄与するものと考えている。また、

組合員のインターネット利用は大部分が導入済

であるが、なかなか進まない組合員も一部ある。

（組合による採用等の人手不足支援の限界と

可能性（課題やこれから取組めそうな対応））

当組合では人材確保支援事業として、上記

のような様々な支援を実施しているが、認知し

てもらう・興味を持ってもらうという間接的な

支援で短期的な成果が出にくいこと、あるいは

採用は最終的には組合員企業自身の問題であ

り、給与面等の採用条件に関して組合が強制で

きるわけでもないことから組合のできる支援に

は自ずと限界があると考える。但し、組合の実

施する講師派遣や合同企業セミナー等で他社

の話を聞くこと等により、自社を見直す上で多

くの「気づき」につながっているのではないか

と感じている。

組合による支援の意義や魅力として、組織化

による信用力の補完や公的補助の利用のしやす

さなどがあげられる。採用における団地組合の

信用力は非常に高く、合同説明会や講師派遣な

ど学校との連携は、組合だからこそできる支援

である。また、組合など団体を対象とした補助

金はとても有効で積極的に活用しているが、ス

ピード感や金額の大小を勘案しながらケースバ

イケースでの利用となっている。それ以外とし

て、連携によるシェアリングともいえるような

共同での講習会等は既に実施しており、組合主

催による採用戦略講習は、現在は実施していな

いが可能性は十分にある。但し、企業規模等に

より定期採用がないケースも多く組合員一律と

いう訳にはいかない。ハローワークでの採用が

難しくなっている状況を勘案すると企業規模の

小さい企業も中途採用も含めて社内体制の整

備が必要となってくると思う。また、定着支援

として講習会は実施しており、今後は組合をハ

ブとした団地内での人材交流も検討中である。

さらに、青森県からは県と大学と企業の採用担

当者を集めた情報交換の場を設定したいとの相

談があり、組合としても前向きに検討していた

ところである。
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直接的な採用戦略ではないが、間接的に地

域で人材を育てることを目的に、2011年から卸

団地としては全国で2番目となるビジネススク

ール事業を開始した。補助金も活用しながら豊

富なメニューと計画的なカリキュラム等により

2023年までの累計で7千人弱の受講者数とな

り、組合員企業のみならず員外企業や一般市民

にも開放し、地域の企業力向上のキーとなる「人

づくり」を支援している。

他にも、特に注力している事業としてSDGs

推進事業があるが、採用活動支援の一環ともな

っている。背景としては、SDGs教育の普及に

より学生の就職活動の際の判断基準の一つとな

っているものの、中小企業での取り組みはまだ

まだ十分ではないことがあげられる。そのため、

組合では問屋町全体としてSDGs推進に取り組

むことで、組合員企業が顧客・地域・従業員か

ら選ばれる存在となることを目指している。

組合では多くの事業を手掛け、多くの支援メ

ニューを用意しているが、利用を強制できるも

のではなく利用するかどうかは最終的には組合

員の判断となる。ただし、上手に利用してもら

えれば組合員の企業価値向上にもつながること

から、利用を促すような積極的な情報発信や声

掛けによるコミュニケーションは常に行ってお

り、組合所属のメリットを感じてもらえるよう

注力している。
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3.2事例先へのインタビュー結果と発見事象

インタビューから得られた結果をまとめると

以下のようになった。

組合員の企業

価値向上

事例A
（茨城県菓子工業組合）

事例B
（協同組合鳥取卸センター）

事例C
（協同組合青森総合卸センター）

組合員企業に
おける人手不
足の現状と組
合に期待する
支援

小規模な家族経営等の場合、収支面や
経営者の多忙さから、計画的な人数的
にも余裕を持った採用は難しく、必要
となった時に必要数のみ採用せざるを
得ない状況

県内労働力人口の減少や県外への人口
流出等により特に新卒採用は、残った
人材の取り合いになっている状況で、
地方の中小企業には非常に厳しい採用
環境
当社の場合は、採用の成果をあげるた
め人事制度の整備や研修制度・コミュ
ニケーションに関する取り組みに注力
し、民間の実績のある求人会社を活用
して採用を行っているが費用負担が重
く、協同組合で採用支援してもらえれ
ばメリットはある

一般的には深刻な人手不足だといわれ
ているが、当社は営業職が不足気味で
もう少し採用したいが深刻な状況では
ない。数年前に整備職が深刻な人手不
足になった際に、働き方改革や処遇の
見直し、人事評価制度導入などの改革
を実施し、有料求人サイトなどの効果
的な媒体を利用
組合による支援制度は積極的に活用し
採用に至ったケースもあるので、引き
続き学生との接点の場を提供してもら
うのと合わせて、定着支援を希望

組合による人手
不足支援
（人に関連する支援）

県立高等学校の製菓・製パンコースに
和菓子実習課程が設けられることにな
り、講義や実技指導を通じて、製菓の
楽しさや和菓子文化の魅力、作法等を
高校生に体験・理解してもらい、ひい
ては将来的に業界の担い手となる人材
を育成することを目的に、組合員によ
る製菓実習を実施

組合と組合員紹介の動画を作成。動画
は、組合員１社ではインパクトが弱い
が『組合活動と組合員活動は一体・同
体』という組織力をポイントとした
地元大学生の参加による団地まつりや
鳥取県中央会が実施するインターン
シップへ組合がハブとなって参加
組合員からの採用支援に関するニーズ
が一層強まり切実なことから「共同求
人チラシ」と「共同求人動画」の制作
プロジェクトを計画・募集中
組合員ニーズ変の把握は、アンケート
以上に日頃の交流を大切にしている

人材確保支援事業として、合同企業セ
ミナー、多業種連携型インターンシッ
プ、青森公立大学寄付講座、青森明の
星高校地元企業ガイダンス、共同求人
広告、ビジネススクール事業など多様
な支援を実施
SDGs推進事業も人手不足支援事業の一
環として取り組んでいる側面がある
足元では大学からの要請もあり授業と
して短編企業コマーシャル動画制作を
組合員5社が参加して進行中
組合員ニーズ変化の把握は、アンケー
ト以上に日頃の交流を大切にしている

上記支援による
効果等

受講生徒の中から、講師を担当した組
合員企業への就職希望者が出た。進路
選択にあたり、組合員事業者と交流し
た経験や組合員の菓子に対する情熱・
技術を目の当たりにしたことにより、
将来ビジョンが明確になったためと推
察
また、講師を担当した組合員にも大き
な変化やメリットをもたらした。具体
的には生徒に教えるのにあたり、講師
自身が勉強し直す必要もあり、組合員
が自社の魅力や技術力を再認識するこ
とで情熱をもって伝えられるような変
化を生み出し、組合員にとっても効果
があったもの

YouTubeで配信したことから、従来には
なかった動画の閲覧があり、閲覧件数
も増加、従来ハローワークや求人誌に
求人広告を行っても反応が薄く、応募
がなかった組合員の新たな求人戦略と
なった
現状では動画を契機とした応募はない
ものの今後は、組合員企業のホーム
ページへの掲載や独自にYouTube配信で
きる動画などの共同制作を支援し、SNS
社会への対応を積極的に推奨していく
ことで、組合員の需要に即した組合事
業参画を促し、組合への帰属意識向上、
若年者の人材確保につながっていくこ
とを期待

定量的な効果を把握するのは非常に難
しく今後の課題と認識
但し、合同企業セミナーへの参加を組
合員に募るとすぐに枠が埋まりニーズ
は高いと考えられるし、授業への講師
派遣は学生に深く会社を知ってもらう
機会として非常に有効で実際に採用に
つながったとの話が複数ある
学校との関係では相談が増え、組合に
相談すれば何か対応してくれるとの信
頼関係が形成されてきている
参加企業にとっては、自社の強みなど
整理につながり採用戦略等に非常に有
効な効果を生むと考えている

組合による人手
不足支援
（人以外の支援）

栄養成分表示の義務化に伴い、全国菓
子工業組合連合会が独自に開発した菓
子業界専用「栄養成分計算ソフト」の
導入を行い、人手不足支援に活用
小規模事業者にとっては負担が大きい
組合員共通オペレーションのデジタル
化に寄与
組合員のネット利用は小規模事業者が
多く今後の課題

人手不足支援として共同化も重要と考
え、単独では導入しづらい大型のプリ
ンターを導入し企業ではできない大判
プリントや草刈り機の導入による省力
化への支援を行っている
カーシェアリングや共同サーバー等も
検討したが採算面や参加者の面で難し
いケースが多い
組合員の集団健康診断や予防接種実施
組合員のネット利用は大部分が導入済

古くから共同化には取り組んでおり、
共同物流センターにより荷受・保管・
在庫管理・出荷まで一貫した物流業務
の受託が可能。また、景観事業も古く
から実施し、今でいう働きやすい環境
につながり、健康事業では組合員の集
団健康診断や予防接種を共同で実施し
生産性向上に寄与すると考えている
組合員のネット利用は大部分が導入済

組合による採用
等の人手不足支
援の限界と可能性
（課題やこれから
取組めそうなこと）

学校への講師派遣は一度に訴えられる
人数は少ないという限界はあるが、企
業を深く知ってもらうという点で、質
の高い人手不足支援につながると考え
る。さらに、組合という組織による信
用力の補完や公的補助金の利用は、現
実問題として非常に有効だといえる
継続的な成果や横展開には、組合によ
る支援とともに、組合員企業の努力
（変化）を引き出すような相乗効果が
必要となる。中小企業では採用戦略等
の重要性を認識し計画を立てている企
業は多くないと思われるが、講師の派
遣には、社長の関与増や自社の技術力
をはじめとした魅力の整理等につなが
るような可能性が大いにあると考える

人手不足解消に資する支援の難しさは、
組合員の求める即効性がない点である。
組合による支援は、直接的に採用につ
ながるものではないため、短期的な成
果が出にくく、喫緊の人手不足解消を
目指す組合員企業に組合支援の意義や
必要性を理解してもらう努力が必要で
ある。ましてや、採用は最終的に企業
自身が行うものであり、組合としての
関与には限界がある
組織化の力を活かした信用力の補完や
公的補助の利用が組合の大きな魅力で、
補助金の効果は大きい
これまでの事業の中で、インターン
シップにしろPR動画にしろ、組合員自
身はこんなことがと思ってしまいがち
な自社の魅力を認識するケースがみら
れることから、自身では気づきにくい
外部からみた魅力に企業が気づいても
らえるように、組合が誘導することで
一歩進んだ支援につながる可能性あり

人材確保支援事業として様々な支援を
実施しているが、認知・興味という部
分での間接的な支援で短期的な成果が
出にくいこと、あるいは採用は最終的
には組合員企業自身の問題であり、採
用条件引き上げなど組合が強制できる
はずもなく組合支援には自ずと限界が
あると考える
但し、組合の実施する講師派遣や合同
企業セミナー等で他社の話を聞くこと
が、自社を見直す上で多くの「気づ
き」につながっている
一見採用とは関係がないようなSDGs推
進も組合が進めてきた学校との連携の
中で、学生の就職活動の際の判断基準
の一つとなっているとの気づきが発端
である。多くの事例にふれられた組合
という組織化の効果であるといえる
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インタビュー結果から明らかとなった「組合

員企業の人手不足の現状認識と組合に期待す

る支援、組合による人手不足支援の内容や効

果、組合支援の限界と今後の可能性等」に関

する主な発見事象は以下の通りである。

① 組合員企業による人手不足状況の認識は総

じて厳しい。収支的に余裕を持った新規雇

用は難しいことや、地方での若年層人口の減

少・県外流出の影響は強く人材の取り合い状

態にあることが分かった。尚、新規雇用にあ

まり苦労していない企業では、ハローワーク

ではなく実績のある民間求人会社の活用や人

事制度整備等による魅力のある職場づくりに

注力していた。

② 組合による人手不足支援としては、組合の

信用力を背景とした合同企業セミナー、大学

や高校の授業への組合員講師の派遣、組合

と組合員の紹介動画の作成・ネット配信、イ

ンターンシップ、共同求人、団地まつり開催、

ビジネススクールなど多様な事業を実施して

いるが、学生や地域住民などに、組合や組

合員企業を「（深く）知ってもらう活動」「興味・

関心を持ってもらう活動」が中心であった。

また、定着に関する支援は講習会など学習支

援が中心であった。組合員ニーズ変化の把

握は、アンケートも実施しつつも、日頃から

の交流を大切にしていた。

③ 支援効果としては、就職者が出たケースや

採用への応募はないものの作成した紹介動

画の閲覧という従来にはなかった動きが出て

きたことで新たな求人戦略となったケース、

学校との信頼関係が形成され相談が増加し

たなどの効果がみられた。さらに副次的な効

果として、参加した組合員が自社の魅力や技

術力の再認識・整理の機会を得るなど多くの

気づきがあったことから、自信や情熱をもっ

て自社の強みなどを説明できるようになっ

た。この効果が採用や新たなチャレンジにつ

ながったものではないかと考えられる。

④ 人以外への支援としては、組合員共通オペ

レーションのデジタル化や共同物流センター

運営、組合員の集団健康診断や予防接種を

共同で実施し組合員企業の健康経営に活か

すことで生産性向上につながるとの考えのも

とで取り組む組合もあった。インターネット

はほとんどの企業で導入が進むが、一部で

今後の課題となっていた。

⑤ 組合による支援の限界と可能性については、

採用等の人材関連支援事業に関する組合の

認識としては、総じて認知・興味という部分

での間接的な支援で短期的な成果が出にく

く、さらに採用は最終的には組合員企業自身

の問題であり、組合支援には自ずと限界があ

ると考えていた。

⑥ 限界はあるものの、組合支援に参加するこ

とで、地域の学生との「深い接点」ができる

こと、そして自社では気づきにくい多くの「気

づき」を得ることができ、その結果、社長の

関与増や自社の技術力をはじめとした魅力の

整理等につながるような可能性が大いにある

と考えていた（組合が上手く誘導することで

一歩進んだ支援につながる可能性がある）。

以上、インタビューの発見結果をまとめると、

組合による組合員のための人手不足対策への

支援内容にはバラツキはみられたものの、共通

していたのは、①組合の信用力を上手く活用し



2025.278

ていたこと、②組合のみならず企業と大学や高

校等との信頼関係が深まったこと、③学生との

深い接点ができたこと、④組合の支援は総じて

認知や興味を高めるというイメージ戦略とも似

た間接支援であること、⑤定着支援については

本格的な支援はまだ少なく今後の余地が大きい

こと、⑥組合の支援策への参加により、参加企

業は自社では気づきにくい多くの「気づき」を

得ることができ、その結果、社長の関与増や自

社の技術力をはじめとした魅力の整理等につな

がるような可能性が大いにあると考えていた、

という特徴がみられた。逆に、組合が組合員企

業に「気づき」を起こさせるような意識や仕掛

けをもって組合員を支援できれば、「認知」や「興

味」をもってもらう以上の一歩踏み込んだ支援

につながる可能性を指摘していた。

さらに、先行研究によれば、それぞれの企業

は独自の方法で、人材採用を成功させる工夫を

し、そのような工夫を重ねることが、人手不足

下ではより重要になるだろうと指摘している

が、中小企業ではそのような対応が難しいケー

スも多い。中小企業組合では、組合員ニーズの

変化を日頃からの交流を大切にして感じ取り、

組合員ニーズに沿った多様な工夫を重ねること

で、組合員単独では難しい採用への支援効果

を向上させる努力を行っており、インタビュー

と整合的であった。

おわりに（結論）

最後に、仮説検証のためのインタビュー結果

から得られた結論について考えていきたい。ま

ず、中小企業組合による組合員のための新規雇

用対策支援は、一定の効果が認められる一方

で、やはり限界があるということが分かった。

求職者である学生等に知名度の劣る中小企業

を知ってもらい（認知）、興味をもってもらうた

めの、さまざまな「場」の設定までが組合が出

来る支 援といえよう。つまり、AIDMAや

AISASモデルでいえばA（認知）やI（興味）

の段階までが限度といえる。そして、求職者が

次の段階である採用への応募や就職という行

動を起こしてもらうには、当然のことながら各

企業の魅力向上とその魅力を理解してもらうこ

とが最も重要となるが、従来からその分野は各

企業が自ら行うものとされ各企業に任されてい

たものと思われる。しかしながら、本件研究か

らは自ら行うことしかできない企業の魅力向上

に、組合の行う各種支援策への参加や、参加

の際の組合サポート等により組合員企業自身の

魅力向上や魅力の伝え方に大きな影響を及ぼし

ているのではないかとのインプリケーションが

得られたと考える。

具体的には、組合ごとに多様な支援が行わ

れているが、その中で特に注目されたのが、合

同企業セミナーや大学・高校の授業への組合員

講師派遣など組合による支援策への参加によ

り、自発的あるいは組合員同士の刺激を受けて

組合員が自社の魅力や技術力を再認識し、自

社の魅力等を自信と情熱をもって伝えられるよ

うな変化を生み出しているということである。

その結果、組合の支援の限界を超えて組合員

企業の採用に関する課題の解決（直接生徒等

と交流することで知名度や信用力が向上すると

ともに、自社の魅力整理、経営者の関与強化）

にもつながり、新規雇用に関して相乗効果を発
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揮していたことが分かった。まさに組織化なら

ではのネットワーク効果といえよう。そして、

同時に変化が企業価値向上にもつながっている

との示唆が得られた（図表８）。

（図表８）採用・定着のための組合支援と企業努力の関係

組合支援は強
いが企業努力
は弱い状態

目指す領域

組合支援・企
業努力ともに
強い状態

組合支援・企
業努力とも弱
い状態

組合支援は弱
いが企業努力
は強い状態

企業努力 強

い 
弱

強

い 

組
合
支
援 

弱

い

い 

強

い 

組合支援には、
組合員の企業努
力を引き出す力
があるのでは 

組合員の企業価値向上 

就職サイト中心の就活から、自社メディアと

ソーシャルメディアを意識的に活用する時代に

変化し、リアル会社説明会の価値は低下してい

るとの論調も一部にはあるが、少なくとも地方

の中小企業における新規採用活動では、日頃の

交流を大切にしたニーズ把握から生まれる、中

小企業組合の組織力を活かした合同企業説明

会や学校への講師派遣等による質の高い（内容

の濃い）接点が生まれる場の設定は非常に有

効であり、かつ採用支援策は相応の効果を発

揮しているといえる。

なお、新規雇用とともに重要である定着支援

であるが、今回のインタビューでは本格的な支

援はまだ少なく今後の余地が大きい分野である

ことがわかったが、組合による新規雇用と定着

の支援が両輪として機能するようになれば、組

合員企業の人手不足への更なる支援効果が期

待できるのではないかと考える。組合でいえば、

企業におけるOJTと組合支援によるoff-JT（組

合を結節点（ノード）とした組合員企業の若手
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【取材先】

人材による交流会等）の意識的な組み合わせ等

が考えられるのではなかろうか。

本稿は、中小企業組合による組合員のため

の人手不足対策支援の限界と可能性について、

主に新規雇用と定着の視点から研究したもので

ある。そのため、共同生産・加工事業など組合

が高額・大型の新鋭施設等を導入し組合員企

業の生産性向上に資するものであれば、人手不

足問題の支援にもつながるといえるが、本稿で

は、新規雇用以外は補完的な情報収集に止め

るものとしており、人以外の対策が及ぼす影響

を十分には把握できておらず留意が必要で、今

後の課題としたい。

最後に、お忙しいところ長時間のインタビュ

ーにご協力いただいた皆様に心よりお礼を申し

上げたい。
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